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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第74期
第２四半期
連結累計期間

第75期
第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

第75期
第２四半期
連結会計期間

第74期

会計期間

自　平成22年
　　２月16日
至　平成22年
　　８月15日

自　平成23年
　　２月16日
至　平成23年
　　８月15日

自　平成22年
　　５月16日
至　平成22年
　　８月15日

自　平成23年
　　５月16日
至　平成23年
　　８月15日

自　平成22年
　　２月16日
至　平成23年
　　２月15日

売上高 （百万円） 40,782 39,963 20,369 19,742 90,105

経常利益又は
経常損失（△）

（百万円） △152 △96 △232 60 1,288

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

（百万円） △354 △252 △270 58 403

純資産額 （百万円） ─ ─ 24,267 23,960 24,679

総資産額 （百万円） ─ ─ 49,579 45,924 52,861

１株当たり純資産額 （円） ─ ─ 428.41 429.08 440.83

１株当たり
四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

（円） △6.27 △4.52 △4.79 1.05 7.17

潜在株式調整後
１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 （％） ─ ─ 48.8 52.2 46.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 3,914 1,795 ─ ─ 2,181

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △87 △248 ─ ─ △221

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,277 △216 ─ ─ △1,654

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） ─ ─ 3,240 2,324 995

従業員数 （人） ─ ─ 1,428 1,424 1,413

　（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含んでおりません。

３  第74期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、第74期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益については潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。な

お、第75期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

３【関係会社の状況】

  当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成23年８月15日現在

従業員数（人） 1,424[669]

　（注） 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を記載しております。

なお、執行役員は従業員数には含めておりません。

 

（２）提出会社の状況

 平成23年８月15日現在

従業員数（人） 836 [266]

　（注） 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を記載しております。な

お、執行役員は従業員数には含めておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３月

27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日)を適用しておりますが、報告セグメントの区分は前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報の区分からの

変更は無いため、前年同四半期比較をおこなっております。
　
（１）セグメント別（ディスプレイ事業は市場分野別）の生産高、受注および売上高の状況

①　生産高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

（ディスプレイ事業）   

専門店市場 7,310 7,166

百貨店・量販店市場 1,086 1,088

複合商業施設市場 1,485 1,560

広報・販売促進市場 4,927 2,573

博物館・美術館市場 1,299 1,260

余暇施設市場 29 1,129

博覧会・イベント市場 262 96

その他市場 962 1,845

ディスプレイ事業　小計 17,364 16,721

（不動産事業） － －

（飲食・物販事業） － －

合計 17,364 16,721

　（注）１  セグメント間の取引については、相殺消去しております。
        ２  生産高の金額は販売価格によっております。
　　　　３　不動産事業と飲食・物販事業は生産概念が異なるため、記載しておりません。
 

②　期中受注高および受注残高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

（ディスプレイ事業）     

専門店市場 10,192 7,994 9,457 6,036

百貨店・量販店市場 1,554 1,884 1,174 755

複合商業施設市場 1,641 3,177 2,057 5,247

広報・販売促進市場 4,111 3,732 4,215 3,593

博物館・美術館市場 1,819 6,338 2,678 4,341

余暇施設市場 164 977 1,418 1,517

博覧会・イベント市場 238 797 55 270

その他市場 988 2,746 1,725 2,676

ディスプレイ事業　小計 20,712 27,648 22,781 24,438

（不動産事業） － － － －

（飲食・物販事業） － － － －

合計 20,712 27,648 22,781 24,438

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
　　　　２　不動産事業と飲食・物販事業は受注概念が異なるため、記載しておりません。
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③　売上高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

（ディスプレイ事業）   

専門店市場 8,442 7,924

百貨店・量販店市場 1,087 1,263

複合商業施設市場 898 2,122

広報・販売促進市場 5,311 3,470

博物館・美術館市場 826 636

余暇施設市場 1,582 1,783

博覧会・イベント市場 443 47

その他市場 1,251 2,017

ディスプレイ事業　小計 19,844 19,266

（不動産事業） 126 116

（飲食・物販事業） 398 359

合計 20,369 19,742

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
　　　　２　売上高総額に対する割合が10％以上となる相手先はありません。
 
（２）セグメント別（ディスプレイ事業は制作品別）の生産高、受注および売上高の状況

①　生産高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

（ディスプレイ事業）   

内装制作 5,706 6,474

展示制作 4,228 3,506

環境演出制作 627 576

販促品制作 346 253

企画・設計・監理 1,537 1,320

その他 4,917 4,588

ディスプレイ事業　小計 17,364 16,721

（不動産事業） － －

（飲食・物販事業） － －

合計 17,364 16,721

　（注）１  セグメント間の取引については、相殺消去しております。
        ２  生産高の金額は販売価格によっております。
　　　　３　不動産事業と飲食・物販事業は生産概念が異なるため、記載しておりません。
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②　期中受注高および受注残高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

受注高
（百万円）

受注残高
（百万円）

（ディスプレイ事業）     

内装制作 7,417 7,880 8,288 8,174

展示制作 4,419  9,615　 5,242  5,476　

環境演出制作 810 1,447 926 1,323

販促品制作 378 293 312 108

企画・設計・監理 1,588 3,055 2,418 3,903

その他 6,097 5,355 5,593 5,451

ディスプレイ事業　小計 20,712 27,648 22,781 24,438

（不動産事業） － － － －

（飲食・物販事業） － － － －

合計 20,712 27,648 22,781 24,438

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
　　　　２　不動産事業と飲食・物販事業は受注概念が異なるため、記載しておりません。
 

③　売上高の状況

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

金額
（百万円）

金額
（百万円）

（ディスプレイ事業）   

内装制作 6,882 6,947

展示制作 6,306 4,623

環境演出制作 855 1,064

販促品制作 418 290

企画・設計・監理 1,272 1,196

その他 4,108 5,142

ディスプレイ事業　小計 19,844 19,266

（不動産事業） 126 116

（飲食・物販事業） 398 359

合計 20,369 19,742

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。
　　　　２　売上高総額に対する割合が10％以上となる相手先はありません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

（百万円）

　
前第２四半期

連結会計期間

当第２四半期

連結会計期間
増減額

増減率

（％）

売上高 20,369 19,742 △627 △3.1

営業利益又は営業損失(△) △281 25 307 ―

経常利益又は経常損失(△) △232 60 292 ―

四半期純利益又は

四半期純損失(△)
△270 58 329 ―

　　

　　 当第２四半期連結会計期間（平成23年５月16日～平成23年８月15日）におけるわが国経済は、震災の影響が続く

なか、サプライチェーンの回復による生産活動の持ち直しの動きも見られましたが、電力供給の制約や急速な円

高の進行など、引き続き先行きは情勢を見極めることが困難な状況で推移いたしました。

　   当社グループを取り巻く環境におきましても、顧客企業における設備投資や広告宣伝費は総じて抑制傾向が続

いており、予断を許さない状況となっております。

     このような状況のなか、当社グループは、市場の変化への対応力の強化ならびにコスト管理の徹底と固定費の

削減による収益構造の改善を推進してまいりました。

　　 売上面では、震災の影響により予定されていたプロジェクトに延期や中止が生じた広報・販売促進市場が減少し

ましたが、駅周辺の商業施設におけるリニューアル工事や空港内の環境演出工事を手掛けた複合商業施設市場が

堅調に推移したことなどにより、前年同期並の実績を残すこととなりました。

　   利益面では、販売管理費の削減などにより、営業損益、経常損益ともに前年同期より収支が改善いたしました。ま

た、四半期純損益につきましても、一部子会社において繰延税金資産の取崩しがあった前期に比べると収支が改

善いたしております。

     以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は197億42百万円（前年同期比3.1％減）、営業利益は25百万

円（前年同期は営業損失2億81百万円）、経常利益は60百万円（前年同期は経常損失2億32百万円）、四半期純利

益は58百万円（前年同期は四半期純損失2億70百万円）となりました。
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セグメント別の状況は、次のとおりであります。

①ディスプレイ事業

  売 上 高　：　192億66百万円（前年同期比2.9％減）　

  営業損失　：　　 　13百万円（前年同期は営業損失3億39百万円）

（百万円）

概　　要 売　上　高

増減額
増減率

（％）市場分野名 当期主要プロジェクト
前第２四半期

連結会計期間

当第２四半期

連結会計期間

専門店市場

(物販店、飲食店、サービス業態店等)

海外・国内のアパレルブラ

ンド、金融機関、飲食の店舗

内装制作等

8,442 7,924△518 △6.1

百貨店・量販店市場

首都圏や近畿圏の百貨店や

量販店におけるリニューア

ル等

1,087 1,263 176 16.3

複合商業施設市場

(ショッピングセンター等)

駅周辺や空港内の商業施設

における空間演出等
898 2,1221,223136.1

広報・販売促進市場

(企業ＰＲ施設、ショールーム、セール

スプロモーション、ＣＩ等)

住宅設備関連企業、電機・

化学メーカーにおける

ショールームの展示制作等

5,311 3,470△1,841△34.7

博物館・美術館市場

(博物館、文化施設、美術館等)

文化・学術関連施設におけ

る展示制作、運営管理等
826 636 △189 △23.0

余暇施設市場

（テーマパーク、リゾート施設、

アミューズメント施設、エンターテイ

メント施設、動物園、水族館等）

水族館や大型テーマパー

ク、キャラクターをテーマ

とした子供向けアミューズ

メント施設の展示演出等

1,582 1,783 200 12.7

博覧会・イベント市場

(博覧会、見本市、文化イベント等)

行政や民間企業が主催する

イベント等
443 47 △395 △89.3

その他市場

(上記以外の市場に係るもの)

(オフィス、ホテル、ブライダル施設、サ

イン、モニュメント等)

オフィスや高速道路のテー

マ型サービスエリアにおけ

る環境演出等

1,251 2,017 765 61.2

ディスプレイ事業 19,844 19,266△578 △2.9

　　

②不動産事業

  売 上 高　：　1億16百万円（前年同期比7.5％減）　

  営業利益　：　　 35百万円（前年同期比21.4％減）

（百万円）

概　　要

売　上　高

増減額
増減率

（％）
前第２四半期

連結会計期間

当第２四半期

連結会計期間

所有する不動産における賃料収入等 126 116 △9 △7.5

　

③飲食・物販事業

  売 上 高　：　3億59百万円（前年同期比9.9％減）　

　営業利益　：　　 33百万円（前年同期比19.0％減）

（百万円）

概　　要

売　上　高

増減額
増減率

（％）
前第２四半期

連結会計期間

当第２四半期

連結会計期間

ミュージアムショップや商業施設における飲食店・物販店の

運営業務等
398 359 △39 △9.9
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（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、459億24百万円(前連結会計年度末比69億37百万円減）、負債は219億63

百万円(前連結会計年度末比62億18百万円減)、純資産は239億60百万円(前連結会計年度末比7億18百万円減）とな

りました。

総資産は債権の回収により現金及び預金が増加した一方で、受取手形及び売掛金が大幅に減少いたしました。

負債は、仕入れの減少にともない支払手形及び買掛金が大幅に減少いたしました。

純資産は所有株式の時価下落により、評価・換算差額等が減少するとともに、配当金の支払いと四半期純損失の

計上により利益剰余金が減少しております。

この結果、自己資本比率は売掛債権の大幅減少にともなう総資産の減少により、前連結会計年度末の46.6％から

52.2％となり、1株当たり純資産額は前連結会計年度末の440円83銭から429円08銭となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は第１四半期連結会計期間末に比べて5億63百万円増加

し、期間末残高は23億24百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況とそれらの要因につきましては、以下のとおりでありま

す。

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務が減少したものの、たな卸資産の減少などにより5億87百万円の

収入となりました。前年同期との比較では、前受金の増加とたな卸資産の減少などにより、前年同期は支出でしたが

収入に転じました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻収入などにより35百万円の収入となりました。前年同期

との比較では、前年同期は貸付の実施があり支出でしたが当第２四半期連結会計期間は貸付の回収をしたため収入

に転じております。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いなどにより54百万円の支出となりました。短期借入の返済

をおこなった前年同期との比較では、支出が1億4百万円減少しております。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

     当社は本年３月、大阪南労働基準監督署より時間外労働管理等に関する是正勧告および指導を受けました。こ

れにともない直接発生した費用は僅少でありましたが、当社では本勧告等を真摯に受け止め、当社全事業所を対

象とする実態調査をおこないました。この結果、過年度給料手当を支払うこととし、特別損失に計上しておりま

す。当社グループでは引き続きお客様の満足や付加価値の向上に努めるとともに、生産性効率を重視し、ワークラ

イフバランスを考慮した各種制度の構築や教育の充実に鋭意取り組んでまいります。

　

（５）研究開発活動

  当第２四半期連結会計期間において、特記すべき重要な事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 238,170,000

計 238,170,000

 
②【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年８月15日）

提出日現在
発行数（株)

（平成23年９月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 59,948,294 59,948,294
東京証券取引所
市場第一部

（注）

計 59,948,294 59,948,294 ― ―

 (注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式（1単元：1,000株）であります。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　  

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成23年５月16日～

 平成23年８月15日
－ 59,948,294 － 6,497 －

        

1,624

　

EDINET提出書類

株式会社乃村工藝社(E04835)

四半期報告書

11/30



（６）【大株主の状況】

　 平成23年８月15日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社乃村 東京都渋谷区神山町39―12 5,234 8.73

有限会社蟻田 神奈川県茅ヶ崎市東海岸南１－８－10 5,141 8.57

乃村工藝社従業員持株会 東京都港区台場２－３－４ 3,234 5.39

乃村　義博 東京都渋谷区 2,911 4.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 1,376 2.29

乃村工藝社共栄会 東京都港区台場２－３－４ 1,004 1.67

蟻田　順三 兵庫県芦屋市 964 1.60

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 916 1.52

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 915 1.52

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 907 1.51

計 － 22,604 37.70

　（注）１　当社は、自己株式4,105千株（6.85％）を保有しております。

　　　　２　乃村義博氏は平成23年１月４日に逝去されましたが、平成23年８月15日現在名義書換未了のため、株主名簿上の名

義で記載しております。

　　　　３．有限会社乃村から、平成23年９月20日付で乃村佳子氏他１名を共同保有者とする大量保有報告書（変更報告書）

の写しの送付があり、平成23年９月12日現在で8,320千株を保有している旨の報告を受けております。なお、

当該大量保有報告書（変更報告書）の内容の概要は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

有限会社乃村　 東京都渋谷区神山町39―12 5,234,000 8.73

乃村佳子　 東京都渋谷区 528,000 0.88

乃村洋子 東京都渋谷区 2,558,000 4.27

計 ― 8,320,00013.88
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年８月15日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 ― ― ―
議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―
議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

4,105,000
―

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

55,606,000
55,606 同上

単元未満株式
普通株式

237,294
― 同上

発行済株式総数 59,948,294 ― ―
総株主の議決権 ― 55,606 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株(議決権11個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式988株が含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成23年８月15日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

(自己保有株式)
株式会社乃村工藝社

東京都港区台場２丁目
３番４号

4,105,000 ― 4,105,000 6.85

計 ― 4,105,000 ― 4,105,000 6.85

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。

なお、当該株式数は、上記①［発行済株式］の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 348 248 242 238 250 238

最低（円） 201 223 225 221 232 203

　（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　月別最高・最低株価については暦月によって記載しております。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年５月16日から平成22年８月15日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成22年２月16日から平成22年８月15日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則にもとづき、当第２四半期

連結会計期間（平成23年５月16日から平成23年８月15日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成23年２月16

日から平成23年８月15日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、前第２四半期連結会計期間（平成22年５月16日から

平成22年８月15日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成22年２月16日から平成22年８月15日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年５月16日から平成23年８月15日まで）および当第

２四半期連結累計期間（平成23年２月16日から平成23年８月15日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責

任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月15日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月15日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,324 1,057

受取手形及び売掛金 12,338 19,609

たな卸資産 ※1, ※2
 6,839

※1, ※2
 6,927

繰延税金資産 832 763

その他 862 1,199

貸倒引当金 △48 △91

流動資産合計 23,148 29,465

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,473 12,517

土地 10,078 10,078

その他 1,641 1,550

減価償却累計額 △5,992 △5,864

有形固定資産合計 18,201 18,281

無形固定資産 517 580

投資その他の資産

投資有価証券 1,992 2,246

その他 2,497 2,705

貸倒引当金 △432 △417

投資その他の資産合計 4,057 4,534

固定資産合計 22,776 23,396

資産合計 45,924 52,861
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月15日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月15日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,525 15,584

未払法人税等 129 761

前受金 1,863 2,303

賞与引当金 936 942

工事損失引当金 ※2
 122

※2
 196

環境対策引当金 100 100

その他の引当金 68 60

その他 2,295 1,849

流動負債合計 16,041 21,798

固定負債

退職給付引当金 4,326 4,378

その他の引当金 169 348

その他 1,426 1,657

固定負債合計 5,922 6,384

負債合計 21,963 28,182

純資産の部

株主資本

資本金 6,497 6,497

資本剰余金 6,861 6,861

利益剰余金 11,582 12,058

自己株式 △912 △912

株主資本合計 24,028 24,504

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △300 △116

土地再評価差額金 249 249

為替換算調整勘定 △16 △20

評価・換算差額等合計 △67 112

新株予約権 － 61

純資産合計 23,960 24,679

負債純資産合計 45,924 52,861
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年２月16日
　至　平成22年８月15日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年２月16日
　至　平成23年８月15日)

売上高 40,782 39,963

売上原価 35,664 34,858

売上総利益 5,118 5,105

販売費及び一般管理費 ※1
 5,369

※1
 5,237

営業損失（△） △250 △132

営業外収益

受取利息 5 6

受取配当金 11 11

仕入割引 30 34

その他 61 31

営業外収益合計 109 82

営業外費用

支払利息 2 2

為替差損 － 9

複合金融商品評価損 4 11

投資不動産管理費用 4 3

賃貸費用 － 19

その他 0 0

営業外費用合計 11 47

経常損失（△） △152 △96

特別利益

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 10 23

新株予約権戻入益 1 61

受取保険金 － 228

ゴルフ会員権償還益 － 1

特別利益合計 11 317

特別損失

固定資産除売却損 27 6

投資有価証券評価損 2 －

ゴルフ会員権評価損 － 4

環境対策費 56 －

役員退職慰労金 － 135

社葬費用 － 61

過年度給料手当 － ※2
 163

店舗閉鎖損失 － 6

災害による損失 － 73

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14

特別損失合計 86 465

税金等調整前四半期純損失（△） △227 △244

法人税等 126 8

四半期純損失（△） △354 △252
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年５月16日
　至　平成22年８月15日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年５月16日
　至　平成23年８月15日)

売上高 20,369 19,742

売上原価 17,992 17,158

売上総利益 2,377 2,583

販売費及び一般管理費 ※
 2,659

※
 2,557

営業利益又は営業損失（△） △281 25

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 9 9

仕入割引 16 16

その他 27 20

営業外収益合計 57 50

営業外費用

支払利息 1 0

為替差損 － 8

投資不動産管理費用 2 1

複合金融商品評価損 4 4

賃貸費用 － 0

その他 0 0

営業外費用合計 7 15

経常利益又は経常損失（△） △232 60

特別利益

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 △11 △8

新株予約権戻入益 1 61

ゴルフ会員権償還益 － 1

特別利益合計 △10 54

特別損失

固定資産除売却損 0 5

環境対策費 15 －

店舗閉鎖損失 － 6

災害による損失 － 18

特別損失合計 15 31

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△257 84

法人税等 13 25

四半期純利益又は四半期純損失（△） △270 58
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年２月16日
　至　平成22年８月15日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年２月16日
　至　平成23年８月15日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △227 △244

減価償却費 407 391

賞与引当金の増減額（△は減少） △32 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 205 128

環境対策引当金の増減額（△は減少） △270 －

受取利息及び受取配当金 △16 △17

支払利息 2 2

受取保険金 － △228

役員退職慰労金 － 135

社葬費用 － 61

災害損失 － 73

売上債権の増減額（△は増加） 6,799 7,261

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,071 84

仕入債務の増減額（△は減少） △2,284 △5,107

前受金の増減額（△は減少） 1,063 △440

その他 △251 447

小計 4,325 2,542

利息及び配当金の受取額 17 18

利息の支払額 △3 △2

保険金の受取額 － 228

役員退職慰労金の支払額 － △135

社葬費用の支払額 － △61

災害損失の支払額 － △58

法人税等の支払額 △424 △736

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,914 1,795

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △70 △78

有形固定資産の売却による収入 4 0

投資有価証券の取得による支出 △6 △51

投資有価証券の売却による収入 2 2

長期預り保証金の返還による支出 － △159

その他 △16 37

投資活動によるキャッシュ・フロー △87 △248

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,017 39

配当金の支払額 △224 △213

自己株式の取得による支出 △0 △0

その他 △33 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,277 △216

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,554 1,328

現金及び現金同等物の期首残高 686 995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,240

※
 2,324
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

１．連結の範囲に関する事項の変更　

　

（１）㈱ノムラコムスは、平成23年２月16日付けで㈱ノムラ技研と合併

し、商号を㈱ノムラプロダクツに変更いたしました。

（２）変更後の連結子会社の数　11社　

２．会計処理基準に関する事項の変更

　

　

資産除去債務に関する会計基準の適用　

第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３

月31日）を適用しております。

これによる当第２四半期連結累計期間の営業損失および経常損失に

与える影響は軽微でありますが、税金等調整前四半期純損失は15百万円

増加しております。

 

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の

貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方

法

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法により算定しております。  

 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年８月15日）

前連結会計年度末
（平成23年２月15日）

※１  たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

     百万円

仕掛品 6,517 

商品及び製品 307 

原材料及び貯蔵品 15 

　合計 6,839　

※１  たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

     百万円

仕掛品 6,701 

商品及び製品 214 

原材料及び貯蔵品 11 

　合計 6,927　

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸

資産のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品

　　　90百万円であります。

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸

資産のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品

181百万円であります。
 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年２月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は以下の

　　　とおりであります。

  百万円

給料手当 2,208 

賞与引当金繰入額 480 

退職給付引当金繰入額 163 

――――――

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は以下の

　　　とおりであります。

  百万円

給料手当 2,169 

賞与引当金繰入額 492 

退職給付引当金繰入額 166 

※２　当社は、大阪南労働基準監督署より時間外労働管理等

に関する是正勧告および指導を受けました。これに

ともない直接発生した費用は僅少でありましたが、

当社では本勧告等を真摯に受け止め、当社全事業所

を対象とする実態調査をおこないました。この結果、

過年度給料手当163百万円を支払うこととし、特別損

失に計上しております。
　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は以下の

　　とおりであります。

  百万円

給料手当 1,105 

賞与引当金繰入額 212 

退職給付引当金繰入額 76 

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は以下の

　　とおりであります。

  百万円

給料手当 1,102 

賞与引当金繰入額 197 

退職給付引当金繰入額 80 

　
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年２月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

　 百万円

現金及び預金勘定 3,240

有価証券勘定 －

計 3,240

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     －

現金及び現金同等物 3,240

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

　 百万円

現金及び預金勘定 2,324

有価証券勘定 24

計 2,348

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △24

現金及び現金同等物 2,324
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年８月15日）および当第２四半期連結累計期間（自　平成23年２月16日　

至　平成23年８月15日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

 普通株式（株） 59,948,294　

  

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

 普通株式（株） 4,105,988　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月12日

定時株主総会
普通株式 223 ４ 平成23年２月15日平成23年５月13日利益剰余金

　

（リース取引関係）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年５月16日　至　平成22年８月15日）

 
ディスプレイ
事業

（百万円）

不動産
事業

（百万円）

飲食・物販
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する
売上高

19,844 126 398 20,369     ― 20,369

(2）セグメント間の
    内部売上高又は
    振替高

1 2 9 13 (13)     ―

計 19,846 128 408 20,382 (13) 20,369

営業利益又は
営業損失（△）

△339 45 41 △252 (29) △281

　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業の主な内容
(1）ディスプレイ事業　……内装制作、展示制作、環境演出制作、調査・企画・設計
(2）不動産事業    　　……不動産賃貸事業等
(3）飲食・物販事業　　……飲食店、土産物店等の運営・管理

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年２月16日　至　平成22年８月15日）

 
ディスプレイ
事業

（百万円）

不動産
事業

（百万円）

飲食・物販
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する
売上高

39,846 243 692 40,782 ― 40,782

(2）セグメント間の
    内部売上高又は
    振替高

2 4 17 23 (23)     ―

計 39,848 248 709 40,806 (23) 40,782

営業利益又は
営業損失（△）

△342 85 64 △192 (58) △250

　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各事業の主な内容
(1）ディスプレイ事業　……内装制作、展示制作、環境演出制作、調査・企画・設計
(2）不動産事業    　　……不動産賃貸事業等
(3）飲食・物販事業　　……飲食店、土産物店等の運営・管理

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年５月16日　至　平成22年８月15日）および前第２四半期連結累計期間

（自　平成22年２月16日　至　平成22年８月15日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年５月16日　至　平成22年８月15日）および前第２四半期連結累計期間

（自　平成22年２月16日　至　平成22年８月15日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略しております。 
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【セグメント情報】

　（追加情報）　

　　　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21

年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討をおこなう対象となっているも

のであります。

当社グループは、当社および連結子会社ごとの財務情報を当社の取締役会に報告しており、これを事業

セグメントの構成単位としております。また、各事業セグメントの制作品および販売市場の類似性等を考

慮したうえでセグメントを集約しており、当社グループは「ディスプレイ事業」「不動産事業」「飲食・

物販事業」の３つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの主な内容は以下のとおりであります。

ディスプレイ事業……内装制作、展示制作、環境演出制作、調査・企画・設計

不動産事業　　　……不動産賃貸事業等

飲食・物販事業　……飲食店、土産物店等の運営・管理

　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間(自　平成23年２月16日 至　平成23年８月15日)

（単位：百万円）　

　

　
報告セグメント

　　 調整額　
(注)１

四半期連結
損益計算書計上額

(注)２ディスプレイ
事業

不動産
事業　

飲食・物販
事業

合計　

売上高       

外部顧客への売上高 39,120 237 605 39,963 － 39,963

セグメント間の内部
売上高又は振替高

8 3 11 23 △23 －

計 39,128 241 617 39,987 △23 39,963

セグメント利益又は
損失（△）

△184 79 21 △83 △49 △132

　(注)１. セグメント利益又は損失の調整額△49百万円は、提出会社の管理部門に係る配賦不能営業費用等であり

ます。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。
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当第２四半期連結会計期間(自　平成23年５月16日 至　平成23年８月15日)

（単位：百万円）　

　

　
報告セグメント

　　 調整額　
(注)１

四半期連結
損益計算書計上額

(注)２ディスプレイ
事業

不動産
事業　

飲食・物販
事業

合計　

売上高       

外部顧客への売上高 19,266 116 359 19,742 － 19,742

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 2 4 10 △10 －

計 19,270 119 363 19,752 △10 19,742

セグメント利益又は
損失（△）

△13 35 33 55 △29 25

　(注)１. セグメント利益又は損失の調整額△29百万円は、提出会社の管理部門に係る配賦不能営業費用等であり

ます。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

　

（金融商品関係）

　前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（有価証券関係）

　前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。  

 

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

　

（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間　（自　平成23年５月16日　至　平成23年８月15日）

　　当第２四半期連結会計期間中に権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　　新株予約権戻入益　　　61百万円 

　

（企業結合等関係）

  重要性がないため、記載を省略しております。

　

（資産除去債務関係）

　重要性がないため、記載を省略しております。

　

（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年８月15日）

前連結会計年度末
（平成23年２月15日）

１株当たり純資産額 429円8銭
 

１株当たり純資産額 440円83銭
 

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結会計期間末
（平成23年８月15日）

前連結会計年度末
（平成23年２月15日）

純資産の部の合計額 （百万円） 23,960 24,679

普通株式に係る純資産額 （百万円） 23,960 24,617

差額の主な内訳 　 　 　

新株予約権 （百万円）     － 61

普通株式の発行済株式数 （株） 59,948,294 59,948,294

普通株式の自己株式数 （株） 4,105,988 4,104,469

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期末（期末）の普通株式の数
（株） 55,842,306 55,843,825

 

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

第２四半期連結累計期間　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年２月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

１株当たり四半期純損失(△)   　　　　 　  △6円27銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失のため
記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失(△)　  　     　　 △4円52銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

（注） １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年２月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月16日
至　平成23年８月15日）

四半期純損失(△) （百万円） △354 △252

普通株式に係る四半期純損失(△) （百万円） △354 △252

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 （百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数 （株） 56,497,160 55,842,977
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第２四半期連結会計期間　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

１株当たり四半期純損失(△)　　　　　　    △4円79銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失のため
記載しておりません。
 

１株当たり四半期純利益　　　　      　　    1円05銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

　（注） １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

項目
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年５月16日
至　平成22年８月15日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年５月16日
至　平成23年８月15日）

四半期純利益又は四半期純損失(△) （百万円） △270 58

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失(△)
（百万円） △270 58

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 （百万円）     ―  ―

普通株式の期中平均株式数 （株） 56,496,495 55,842,481

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年９月27日

株式会社乃村工藝社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 星　長　徹　也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木　下　　　洋　　印

　 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社乃村工藝社

の平成22年２月16日から平成23年２月15日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年５月16日から平成22

年８月15日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年２月16日から平成22年８月15日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社乃村工藝社及び連結子会社の平成22年８月15日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年９月29日

株式会社乃村工藝社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 星　長　徹　也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木　下　　　洋　　印

　 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社乃村工藝社

の平成23年２月16日から平成24年２月15日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年５月16日から平成23

年８月15日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年２月16日から平成23年８月15日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社乃村工藝社及び連結子会社の平成23年８月15日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社乃村工藝社(E04835)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

